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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期連結
累計期間

第19期
第２四半期連結
累計期間

第18期

会計期間

自2019年
　４月１日
至2019年
　９月30日

自2020年
　４月１日
至2020年
　９月30日

自2019年
　４月１日
至2020年
　３月31日

売上高 百万円 406,341 424,778 796,227

経常利益 百万円 5,403 6,659 10,124

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
百万円 3,861 4,536 7,191

四半期包括利益又は包

括利益
百万円 3,261 6,408 6,585

純資産額 百万円 82,026 88,554 82,901

総資産額 百万円 250,814 258,836 249,712

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
円 218.67 265.90 413.03

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額

円 207.06 252.29 391.26

自己資本比率 ％ 32.7 34.2 33.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △6,983 4,743 5,262

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 △1,327 △3,022 △2,742

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 5,584 27 △3,833

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 16,377 19,518 17,782

 

回次
第18期

第２四半期連結
会計期間

第19期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自2019年
７月１日
至2019年
９月30日

自2020年
７月１日
至2020年
９月30日

１株当たり四半期純利

益金額
円 101.76 120.68

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記
載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、次のとおりであります。

 文中の将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間における経営環境は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大による経済活動

の停滞やインバウンド需要の喪失などから厳しい状況が続いております。６月頃から感染拡大の防止策を講じつ

つ、政府主導でＧｏｔｏキャンペーンを実施するなど、経済活動・社会活動は警戒レベルを段階的に緩和してきて

おりますが、感染者増加数も一進一退の状況が続くなど先行きは不透明な状況が続いております。

　また、個人消費につきましては新型コロナウイルス感染症の収束時期が見込めない不安、外出自粛や在宅勤務等

の影響により、生活費の負担は増加しており、節約意識は高まる傾向にありますが、一方で感染予防商材や巣ごも

り消費関連商材は堅調に推移しており、新しい生活様式への対応から消費者の生活意識・購買意識は大きく変化し

てきております。

　このように経営環境が大きく変化する中で、当社グループは生活必需品を安定的に皆さまへお届けするという使

命を果たすために、営業部門や仕入部門においては消費者の生活様式の変化、購買意識の変化を一早く察知し、商

品を確保し積極的な販売へつなげ、物流センターでは感染拡大防止策を講じながら業務を継続し、また、各拠点に

おいては時差出勤や在宅勤務なども取り入れながら感染防止と生産性向上を図ってまいりました。

　このような経営活動の結果、売上高は前年同期比4.5％の増加となりました。

　第１四半期連結会計期間の売上高の前年同期比8.5％の増加、これに対して第２四半期連結会計期間は前年同期

比0.9％の増加になり、伸び率が低下していますが、これは前年の第２四半期連結会計期間において2019年10月１

日実施の消費税増税に伴う駆け込み需要が含まれており、売上高が一時的に増加したことによるものです。

　業態別については、引き続きドラッグストア業態が前年同期比7.7％増、またスーパーマーケット業態が巣ごも

り需要から同8.4％増と大きく伸びており、ホームセンターは同3.2％増となりました。また、コロナ感染拡大に伴

う長期の外出自粛、インバウンド需要減少などの影響を受け、百貨店やネット事業者、越境ビジネスが含まれるそ

の他が前年同期比5.3％減、ＧＭＳが同2.1％減、ディスカウントストアが同1.7％減となっております。

　カテゴリー別においては、前期に殺虫剤などが不調であったホームケアが前年同期比12.8％増、巣ごもり需要の

影響からハウスホールドが同8.3％増、内食需要拡大による調理関連商材が増加した家庭用品で同5.5％増と伸びて

おり、ペット・その他は同4.0％増、これまで一番成長率の大きかったヘルス＆ビューティーは同3.6％増となって

おり、これはインバウンド需要の消失や不要不急の外出自粛の影響により化粧品が低調に推移し、一方、マスクや

除菌剤など予防意識から衛生商材は大きく伸びたことが要因であります。また、紙製品は前年の第２四半期連結会

計期間の消費税増税に伴う駆け込み需要の影響が大きく、0.7％の減少となりました。

　販売費及び一般管理費については、配送効率の改善により運賃の増加を抑制し、また出張費や交際費・会議費等

の削減や新しい生活様式に対応した業務活動を推進することにより生産性向上を図り、売上高が前年同期比4.5％

の増加の中、前年同期比1.6％増加となり2.9ポイント抑えることができました。

　以上のような結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は424,778百万円（前年同期比4.5％増）、営業利

益は6,396百万円（前年同期比27.0％増）、経常利益は6,659百万円（前年同期比23.2％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は4,536百万円（前年同期比17.5％増）となりました。

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は258,836百万円となり、前連結会計年度末と比較して9,123百万円増加

となりました。

資産の部では、流動資産は187,359百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,615百万円の増加となりまし

た。

これは主に現金及び預金が1,687百万円、受取手形及び売掛金が2,760百万円、商品が1,231百万円増加したこと

によるものであります。

固定資産は71,477百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,508百万円の増加となりました。

これは主に土地が2,123百万円、投資有価証券が2,496百万円増加し、建物及び構築物が552百万円減少したこと

によるものであります。

負債の部では、流動負債は139,123百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,884百万円の増加となりまし

た。

　これは主に支払手形及び買掛金が484百万円、短期借入金が670百万円、未払法人税等が699百万円、賞与引当金

が429百万円増加したことが主な要因であります。

　固定負債は31,158百万円となり、前連結会計年度末と比較して586百万円の増加となりました。

　これは主に長期借入金が537百万円増加したことによるものであります。

　純資産の部は88,554百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,653百万円増加となり、自己資本比率は

34.2％となりました。
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　セグメントの業績につきましては、当社グループは、日用雑貨・化粧品等の卸売業を主たる事業とする単一セグ

メントであるため記載を省略しておりますので、カテゴリー別及び業態別の売上実績につきまして以下に記載いた

します。

 

カテゴリー別売上実績

当第２四半期連結累計期間におけるカテゴリー別売上実績は、次のとおりであります。

 

 

（単位：百万円）
  

カテゴリー 主要商品
当第２四半期連結累計期間  

自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

前年同期比

   ％

ヘルス＆ビューティー

（Health & Beauty）

化粧品、装粧品、入浴剤、身体洗浄

剤、ヘアカラー、オーラルケア、医薬

品、健康食品

131,007 103.6

ハウスホールド
衣料用洗剤類、台所・食器用洗剤類、

住居用洗剤類
62,984 108.3

ホームケア

芳香・消臭剤、防虫剤、殺虫剤、薫香

ローソク、乾電池／乾電池応用品、記

録メディア、照明用品、電気応用品、

ＯＡ用品、写真関連品

45,574 112.8

紙製品

ベビー用品、ベビー用おむつ、介護用

品、大人用おむつ、生理用品、ティッ

シュペーパー、トイレットペーパー

78,677 99.3

家庭用品

台所消耗品、洗面用品、清掃用品、収

納用品、季節品、保存用品、調理用

品、卓上用品、行楽用品

29,116 105.5

ペット・その他 ペット用品、文具、玩具、カー用品 77,418 104.0

合計 424,778 104.5

 

業態別売上実績

当第２四半期連結累計期間における業態別売上実績は、次のとおりであります。
 

（単位：百万円）
  

業態
当第２四半期連結累計期間  

自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

前年同期比

  ％

ドラッグストア 213,366 107.7

ホームセンター 68,028 103.2

スーパーマーケット

（ＳＭ）
53,760 108.4

ディスカウント 29,941 98.3

ＧＭＳ 20,962 97.9

その他 38,718 94.7

合計 424,778 104.5
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ1,735百万円増加し、19,518百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は4,743百万円(前年同累計期間は6,983百万円の支出)となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純利益が6,629百万円、減価償却費2,049百万円、仕入債務の増加額1,345百万円等の収

入に対し、売上債権の増加額2,762百万円等の支出があったことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、支出した資金は3,022百万円(前年同累計期間は1,327百万円の支出)となりました。これは主

に、投資有価証券の売却による収入17百万円、関係会社株式の売却による収入76百万円等の収入に対して、有形

固定資産の取得による支出2,441百万円、無形固定資産の取得による支出681百万円等の支出があったことによる

ものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、獲得した資金は27百万円(前年同累計期間は5,584百万円の獲得)となりました。これは主

に、短期借入金の純増による収入1,972百万円、長期借入れによる収入6,100百万円等の収入に対して、長期借入

金の返済による支出6,863百万円、配当金の支払による支出784百万円、リース債務の返済による支出395百万円

等の支出があったことによるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

「中期経営計画2023」の目標数値

　長期経営ビジョンの達成に向けて持続的な成長を果たすため、ポストコロナの経済環境、社会生活の変化を見据

えて、2023年３月期の経営計画を策定いたしました。

 

　2023年３月期計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

 2020年３月期（実績） 2023年３月期（計画）

売 上 高 7,962 8,450

営 業 利 益 93 115

経 常 利 益 101 120

※2023年３月期目標指標

　ＲＯＥ　９％台

 

環境変化への認識

　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により経営環境は様々な局面において大きく変化する可能性が出てまい

りました。

　新型コロナウイルス感染症の拡大により、就業人口減少による経済成長の鈍化が更に進み、生活者は衛生、災害

に関する意識が大きく向上し、人手を要する業務が衰退し、デジタル化へ人々の需要が移行すると考えられます。

　この様な事業環境の変化が予測される中、生活者により豊かな環境を提供する為には製・配・販を繋ぐサプライ

チェーン全体の効率化、安定化を目指した企業活動が必要と考えております。

 

主な環境変化　　イ．経済・社会環境の変化

　・少子高齢化　・自然災害の増加　・パンデミック　・気候変動

ロ．生活環境の変化

　・衛生、予防への意識向上　・生活防衛志向の高まり　・パーソナル化

ハ．業界環境の変化

　・労働力の不足　・物流費用の増加　・業務、取引のデジタル化

　・流通チャネルの多様化　・業種、業態を超えた連携
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①基本戦略と活動計画

　「中期経営計画2023」の目指す経営指標の達成に向けた基本戦略、活動を以下の様に設定いたします。

　基本戦略：

　デジタル技術の発展による生活や価値観の変化を加味したマーケティングによる「商品開発・売場提案」、及び

最新テクノロジーによる「省力化した物流センター」により競争力ある販売活動とローコストオペレーションを実

現する。

 

　活動計画：

　イ．成長性の拡大

事業・商品構成の組換え

リテールサポート・海外事業の強化

　ロ．生産性の改善

標準化、IT化、アウトソーシング

　　上記、イ、ロにより限界利益率を高め、成長投資を吸収し売上拡大により利益を獲得します。

　ハ．経営健全性の強化

総資産の圧縮により自己資本比率、ＲＯＥの向上

　　上記、ハにより経営健全性の強化施策を実施することにより自己資本比率33％～35％、ＲＯＥ９％台を実現し

ます。

 

②投資計画

　上記の中期経営計画を実現するために、物流面・営業面・職場環境面等に対して投資を実施してまいります。こ

の３か年の投資総額を300億円水準として実施してまいります。

 

③キャッシュ・フロー計画

　投資総額300億円（３年間）は営業キャッシュ・フローを中心に対応いたします。

　配当金については引き続き安定配当を基本に置き、株主還元として50億円水準（３年間の総額）を計画してまい

ります。

 

ＣＳＲ活動

①社員にとって働き甲斐のある会社を目指す　－　女性管理職比率の向上

　今後、人口が減少し人材不足が想定される中、入社し育成してきた優秀な人材が、長期間働ける環境を整えるこ

とは社員全体にとって、企業にとって重要なテーマになります。

　時差出勤や在宅勤務など多様な働き方の制度化、有休休暇取得率の向上、産前産後・育児・介護等の休暇取得率

の向上など、10年後を見据えて一つずつ課題を解決することで、働きやすい職場環境を構築してまいります。その

先の成果の一つとして、女性社員比率及び女性管理職比率の向上を指標として掲げます。

　優秀な人材が長期間働くことにより会社の成長・企業価値向上に繋げてまいります。

 

②サプライチェーンの好循環を生み、環境へ貢献する　－　環境の保全

　現在の地球環境において、異常気象による自然災害は、当社事業活動においても無視できない重要な課題となっ

ており、将来ビジョンに向けた目標として掲げている「サプライチェーンに好循環を生む会社」「地球環境に配慮

した事業を行う会社」となるためには、事業活動を通じて環境改善に貢献することが重要であると認識しておりま

す。

　現在、当社は廃棄物の削減につながる、３Ｒ活動や返品削減活動などを行っており、また物流の効率化を図り、

配送車両台数を削減するとともに、環境配慮車を導入するなどしてエネルギー消費量抑制などに取り組んでおりま

す。

　当社はサプライチェーンマネジメントを推進する中で商品の流通を通じて環境保全に注力することを重要な項目

として位置づけ、すべての活動に対して目標を設定し、会社として排出するCO2削減を図ることで、持続可能な社

会に貢献してまいります。
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③消費者に豊かで快適な生活を届ける　－　地域社会の活性化

　当社は生活必需品の流通を通じて、「消費者に豊かで快適な生活を届ける」ことを企業ビジョンとし、活動して

おります。

　近年、各地で発生する地震や水害などの災害や新型コロナウイルス感染症の蔓延などを通じて、地域全体で協力

することが生存のため、復興のためには重要であることを再認識いたしました。

　当社は全国に多くの拠点を有しており、その地域の皆さまと常日ごろから共存関係を構築し、緊急時には助けあ

う体制を構築したいと考え、地域活動への積極的参加により地域とのつながり強化を図ってまいります。

　まずは本社や主要センターから活動を開始し将来的には全国に展開し、「地域社会の活性化に貢献する」事業活

動にしてまいります。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(6）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの主要な設備に著しい変動はありません。また、設備の新

設、除却等の計画に著しい変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は、締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社あらた(E02947)

四半期報告書

 8/24



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,027,640 18,027,640
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 18,027,640 18,027,640 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 18,027,640 － 8,568 － 31,849
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 1,147 6.59

音羽殖産株式会社 愛知県名古屋市中区大須1-7-26 1,081 6.21

あらた社員持株会 東京都江東区東陽6-3-2 882 5.07

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海1-8-12 822 4.72

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE

FIDELITY FUNDS

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT, UK

（東京都中央区日本橋3-11-1）

643 3.70

STATE STREET BANK AND TRUST

CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02

505002

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

100 KING STREET WEST,SUITE 3500,PO BOX

23 TORONTO,ONTARIO M5X 1A9 CANADA

（東京都港区港南2-15-1）

612 3.51

ライオン株式会社 東京都墨田区本所1-3-7 481 2.76

畑中　伸介 大阪府大阪市東住吉区 459 2.64

株式会社日本カストディ銀行（信

託Ｅ口）
東京都中央区晴海1-8-12 352 2.02

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107

NO

（東京都新宿区新宿6-27-30）

351 2.02

計 － 6,834 39.23

　（注）１．上記の他、自己株式が607千株あります。なお、「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カスト

ディ銀行（信託Ｅ口）が所有する、当社株式352千株は自己株式には含まれておりません。

２．2018年４月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同

保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が2018年

４月13日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 123 0.71

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町1-5-1 135 0.78

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1-2-1 200 1.15

アセットマネジメント

One株式会社
東京都千代田区丸の内1-8-2 518 2.98
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３．2020年４月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ＢＮＹメロン・インベストメン

ト・マネジメント・ジャパン株式会社が2020年４月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されてい

るものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者                 ＢＮＹメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社

住所                       東京都千代田区丸の内1-8-3

保有株券等の数             株式 863千株

株券等保有割合             4.79％

４．2020年９月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール　エ

ルエルシー（FMR LLC）が2020年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者                 エフエムアール　エルエルシー（FMR LLC）

住所                       米国 02210 マサチューセッツ州　ボストン、サマー・ストリート245

                           (245 Summer Street, Boston, Massachusetts 02210, USA)

保有株券等の数             株式 1,698千株

株券等保有割合             9.42％

５．JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀

行株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

3,524 －
普通株式 959,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,049,900 170,499 －

単元未満株式 普通株式 18,040 － －

発行済株式総数  18,027,640 － －

総株主の議決権  － 174,023 －

 （注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式959,700株には、当社所有の自己株式が607,300株、「株式給

付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式が352,400株

（議決権の数3,524個）が含まれております。なお、当該議決権の数3,524個は、議決権不行使となっており

ます。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が85株、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有

する当社株式が50株含まれております。

４．JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行

株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社あらた

東京都江東区東陽

六丁目３番２号
607,300 352,400 959,700 5.32

計 － 607,300 352,400 959,700 5.32

（注）他人名義で保有している理由等

保有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（BBT）」制度の信

託財産として352,400株拠出

株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海1-8-12

（注）JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式

会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社あらた(E02947)

四半期報告書

12/24



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,547 20,235

受取手形及び売掛金 102,234 104,995

商品 31,617 32,848

未収入金 ※２ 25,582 ※２ 25,960

その他 3,768 3,326

貸倒引当金 △7 △6

流動資産合計 181,744 187,359

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,917 21,364

土地 19,553 21,676

その他（純額） 7,469 6,991

有形固定資産合計 48,940 50,032

無形固定資産   

のれん 7 3

その他 3,699 3,760

無形固定資産合計 3,706 3,764

投資その他の資産   

投資有価証券 10,960 13,456

繰延税金資産 551 362

退職給付に係る資産 957 1,041

その他 2,911 2,877

貸倒引当金 △59 △58

投資その他の資産合計 15,321 17,679

固定資産合計 67,968 71,477

資産合計 249,712 258,836
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 90,153 90,638

短期借入金 21,941 22,611

未払法人税等 2,001 2,700

賞与引当金 1,515 1,945

その他 20,627 21,227

流動負債合計 136,239 139,123

固定負債   

社債 6,003 6,000

長期借入金 9,795 10,332

繰延税金負債 222 584

退職給付に係る負債 7,867 8,028

その他 6,683 6,212

固定負債合計 30,571 31,158

負債合計 166,811 170,281

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,568 8,568

資本剰余金 27,887 27,887

利益剰余金 46,312 50,065

自己株式 △3,517 △3,488

株主資本合計 79,252 83,032

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,900 5,694

為替換算調整勘定 29 28

退職給付に係る調整累計額 △291 △201

その他の包括利益累計額合計 3,637 5,521

非支配株主持分 11 0

純資産合計 82,901 88,554

負債純資産合計 249,712 258,836
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 406,341 424,778

売上原価 364,906 381,397

売上総利益 41,435 43,381

販売費及び一般管理費 ※ 36,399 ※ 36,984

営業利益 5,036 6,396

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 87 88

業務受託手数料 151 138

貸倒引当金戻入額 － 1

その他 361 291

営業外収益合計 603 522

営業外費用   

支払利息 90 92

売上債権売却損 84 79

その他 61 87

営業外費用合計 235 259

経常利益 5,403 6,659

特別利益   

固定資産売却益 2 0

投資有価証券売却益 391 5

保険解約返戻金 － 52

その他 － 3

特別利益合計 393 62

特別損失   

固定資産売却損 66 1

固定資産除却損 0 11

投資有価証券評価損 － 25

役員退職慰労金 － 54

特別損失合計 67 92

税金等調整前四半期純利益 5,730 6,629

法人税、住民税及び事業税 1,980 2,338

法人税等調整額 △109 △237

法人税等合計 1,871 2,100

四半期純利益 3,858 4,528

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2 △7

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,861 4,536

 

EDINET提出書類

株式会社あらた(E02947)

四半期報告書

16/24



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 3,858 4,528

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △648 1,794

為替換算調整勘定 1 △0

退職給付に係る調整額 49 86

その他の包括利益合計 △596 1,880

四半期包括利益 3,261 6,408

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,264 6,419

非支配株主に係る四半期包括利益 △2 △10
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,730 6,629

減価償却費 2,093 2,049

のれん償却額 3 3

賞与引当金の増減額（△は減少） 417 429

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 192 206

受取利息及び受取配当金 △90 △91

支払利息 90 92

為替差損益（△は益） 3 8

固定資産売却損益（△は益） 64 0

固定資産除却損 0 11

投資有価証券売却損益（△は益） △391 △5

保険解約返戻金 － △52

投資有価証券評価損益（△は益） － 25

役員退職慰労金 － 54

売上債権の増減額（△は増加） △3,898 △2,762

たな卸資産の増減額（△は増加） 10 △1,233

仕入債務の増減額（△は減少） △4,265 1,345

その他の資産の増減額（△は増加） △5,627 △773

その他の負債の増減額（△は減少） 820 611

その他 △317 △198

小計 △5,161 6,349

利息及び配当金の受取額 90 93

利息の支払額 △92 △92

法人税等の支払額 △1,819 △1,607

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,983 4,743

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △316 △223

定期預金の払戻による収入 334 271

有形固定資産の取得による支出 △647 △2,441

有形固定資産の除却による支出 － △0

有形固定資産の売却による収入 67 5

無形固定資産の取得による支出 △633 △681

投資有価証券の取得による支出 △61 △60

投資有価証券の売却による収入 530 17

貸付けによる支出 △12 △1

貸付金の回収による収入 17 16

関係会社株式の取得による支出 △631 －

関係会社株式の売却による収入 － 76

その他 24 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,327 △3,022

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,080 1,972

長期借入れによる収入 1,980 6,100

長期借入金の返済による支出 △3,296 △6,863

自己株式の取得による支出 △1,074 △0

配当金の支払額 △714 △784

非支配株主への配当金の支払額 △1 －

リース債務の返済による支出 △389 △395

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,584 27

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,732 1,735

現金及び現金同等物の期首残高 19,109 17,782

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 16,377 ※ 19,518
 

EDINET提出書類

株式会社あらた(E02947)

四半期報告書

18/24



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 １．受取手形割引高

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

受取手形割引高 101百万円 117百万円

 

※２．債権流動化

当社は、売上債権流動化を行っております。売上債権流動化に係る金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

売掛金譲渡金額 44,387百万円 46,081百万円

債権譲渡に係る未収入金 9,387 10,081

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
　　至 2019年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

荷造包装運搬費 10,971百万円 11,170百万円

給与手当 10,198 10,405

賞与引当金繰入額 1,824 1,893

退職給付費用 508 583

貸倒引当金繰入額 2 0

のれん償却額 3 3

賃借料 2,488 2,507

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 17,025百万円 20,235百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △648 △716

現金及び現金同等物 16,377 19,518
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月９日

取締役会
普通株式 715 40 2019年３月31日 2019年６月11日 利益剰余金

（注）2019年５月９日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金６百万円が含まれております。

 
　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月５日

取締役会
普通株式 703 40 2019年９月30日 2019年12月５日 利益剰余金

（注）2019年11月５日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 
　３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月11日

取締役会
普通株式 783 45 2020年３月31日 2020年６月９日 利益剰余金

（注）2020年５月11日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金16百万円が含まれております。

 
　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月５日

取締役会
普通株式 783 45 2020年９月30日 2020年12月７日 利益剰余金

（注）１．2020年11月５日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日

本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

２．JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行

株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 
　３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、日用雑貨・化粧品等の卸売業を主たる事業とする単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。
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（金融商品関係）

　金融商品関係の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため記載しておりません。

 

（有価証券関係）

　有価証券関係の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引関係の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため記載しておりません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 218円67銭 265円90銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 3,861 4,536

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（百万円）
3,861 4,536

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,658 17,059

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 207円06銭 252円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 990 920

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株

式の期中平均株式数については、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式を控除対象

の自己株式に含めて算定しております。

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自

己株式の期中平均株式数

前第２四半期連結累計期間　152千株　　　当第２四半期連結累計期間　360千株

２．JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行

株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　2020年11月５日開催の取締役会において、2020年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

当期中間配当を次のとおり支払う旨決議いたしました。

 （１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 783百万円

 （２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　   45円00銭

 （３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2020年12月７日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

  2020年11月6日

株式会社あらた   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 水上　圭祐　　印

 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中川　満美　　印

 
 
 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社あらたの

2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年7月1日から2020年9月30日まで）

及び第2四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社あらた及び連結子会社の2020年9月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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